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民法の一部を改正する法律案新旧対照条文 

 

民法（明治二十九年法律第八十九号） 

改正案 現行 

（離婚の規定の準用） 

第七百四十九条 第七百二十八条第一項、第七百六十六条、第七

百六十六条の三（第七百六十六条の二を準用する部分を除

く。）、第七百六十七条から第七百六十九条まで、第七百九十条

第一項ただし書及び第八百十九条第一項から第三項までの規定

は、婚姻の取消しについて準用する。この場合において、第七

百六十六条第五項中「離婚の届出をするに当たっては、共同監

護計画を併せて届け出なければならない。」とあるのは「婚姻

取消の届出をした日から三箇月以内に、共同監護計画を届け出

なければならない。この場合において、正当な理由がなくて期

間内にすべき届出をしない者は、五万円以下の過料に処す

る。」と読み替えるものとする。 

 

（同居、協力及び扶助の義務等） 

第七百五十二条 夫婦は同居し、互いに協力し扶助しなければな

らない。 

２ 前項の規定に反して夫婦の一方が子を連れて別居しようとす

る場合又は夫婦の一方が子と同居しつつ他の一方を住居から退

（離婚の規定の準用） 

第七百四十九条 第七百二十八条第一項、第七百六十六条から第

七百六十九条まで、第七百九十条第一項ただし書並びに第八百

十九条第二項、第三項、第五項及び第六項の規定は、婚姻の取

消しについて準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（同居、協力及び扶助の義務） 

第七百五十二条 夫婦は同居し、互いに協力し扶助しなければな

らない。 

（新設） 
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去させようとする場合（夫婦が、その夫婦の子に係る第八百三

十七条の二第二項に定める面会交流養育費計画を定めている場

合を除く。）には、他の一方の合意又は家庭裁判所の許可を得

なければならない。ただし、急迫の事情があるときは、この限

りでない。 

３ 前項の場合において、他の一方の請求があったときは、夫婦

は、協議の上、直ちに子の監護について必要な事項を定めなけ

ればならない。 

４ 第七百六十六条第二項から第四項まで、第六項及び第八項か

ら第十項までの規定は、前項の請求があった場合に準用する。

この場合において、同条中「共同監護計画」とあるのは「暫定

共同監護計画」と読み替えるものとする。 

 

（夫婦間の契約の取消権等） 

第七百五十四条 夫婦間でした契約（第七百五十二条第四項に定

める暫定共同監護計画、第七百六十六条第二項に定める共同監

護計画及び第八百三十七条の二第二項に定める面会交流養育費

計画（同条第七項の規定によりみなして適用する場合を含

む。）（以下「共同監護計画等」という。）を除く。）は、婚姻

中、いつでも、夫婦の一方からこれを取り消すことができる。

ただし、第三者の権利を害することはできない。 

２ 夫婦が、婚姻前に定めたその夫婦の子に係る共同監護計画等

は、婚姻により、その効力を失う。ただし、親権喪失、親権停

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（夫婦間の契約の取消権） 

第七百五十四条 夫婦間でした契約は、婚姻中、いつでも、夫婦

の一方からこれを取り消すことができる。ただし、第三者の権

利を害することはできない。 

 

 

 

 

（新設） 
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止その他の法務省令で定める事由により定めた共同監護計画等

については、この限りでない。 

 

（離婚の届出の受理） 

第七百六十五条 離婚の届出は、その離婚が前条において準用す

る第七百三十九条第二項の規定、次条第五項の規定及び第七百

六十六条の二第三項の規定その他の法令の規定に違反しないこ

とを認めた後でなければ、受理することができない。 

２ （略） 

 

（離婚後の子の監護に関する事項の定め等） 

第七百六十六条 父母（離婚の際現に共同して親権を行っている

父母に限る。以下この条及び次条において同じ。）が協議上の

離婚をするときは、子の監護について必要な事項は、その協議

で定める。この場合においては、子の利益を最も優先して考慮

しなければならない。 

２ 前項の監護について必要な事項には、次の各号に掲げる事項

を定めた計画（以下「共同監護計画」という。）を含むものと

する。 

一 子の監護の分担 

二 子の監護に要する費用の分担 

三 父及び母の子を監護する場所 

 

 

 

 （離婚の届出の受理） 

第七百六十五条 離婚の届出は、その離婚が前条において準用す

る第七百三十九条第二項の規定及び第八百十九条第一項の規定

その他の法令の規定に違反しないことを認めた後でなければ、

受理することができない。 

２ （同上） 

 

（離婚後の子の監護に関する事項の定め等） 

第七百六十六条 父母が協議上の離婚をするときは、子の監護を

すべき者、父又は母と子との面会及びその他の交流、子の監護

に要する費用の分担その他の子の監護について必要な事項は、

その協議で定める。この場合においては、子の利益を最も優先

して考慮しなければならない。 

（新設） 
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四 子の監護に関する事項に関し父母の意見が一致しないこと

により親権を行使できない場合の解決手続 

五 その他監護に関して決定する必要がある事項として法務省

令で定める事項 

３ 父母が前項第一号に掲げる子の監護の分担及び同項第二号に

掲げる子の監護に要する費用の分担を定めるに当たっては、父

母が平等に子の監護及び子の監護に要する費用を分担すること

を原則とするとの考え方を考慮するとともに、子の利益を害す

ることを防止するため、法務省令で定める子の監護の分担及び

子の監護に要する費用の分担に関する基準に従わなければなら

ない。 

４ 父母は、裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平

成十六年法律第百五十一号）第二条第三号に定める認証紛争解

決手続を利用して共同監護計画を作成する。この場合において

は、共同監護計画は、公正証書によってしなければならない。 

５ 戸籍法の定めるところにより、父母は、離婚の届出をするに

当たっては、共同監護計画を併せて届け出なければならない。 

６ 父母又は子の事情の変化により共同監護計画の変更が必要と

なった場合には、変更を求める父母の一方は、速やかに他の一

方に通知し、協議の上、共同監護計画を変更しなければならな

い。この場合においては、第一項から第四項までの規定を準用

する。 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 
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７ 前項の場合において、戸籍法の定めるところにより、父母

は、共同監護計画を変更した日から二週間以内に、共同監護計

画を届け出なければならない。この場合において、正当な理由

がなくて期間内にすべき届出をしない者は、五万円以下の過料

に処する。 

８ 第一項又は第六項の協議が調わないとき、又は協議をするこ

とができないときは、家庭裁判所が、これらの項の事項を定め

る。 

９ 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、第一項、第六項

又は前項の規定による定めを変更し、その他子の監護について

相当な処分を命ずることができる。 

（削る） 

 

１０ 父母の一方が合理的な理由がないにもかかわらず共同監護

計画を定めること又は遵守することを拒んだときは、五万円以

下の過料に処し、又はこれに併せてその父若しくは母による親

権の行使が著しく不適当であるとみなし、第八百三十四条の規

定に従い、家庭裁判所は、他の一方の請求により、その父若し

くは母について、親権喪失の審判をすることができる。 

１１ 父母が離婚前に定めたその父母の子に係る共同監護計画等

は、父母が第五項に基づき共同監護計画を届け出た日に、その

効力を失う。 

（新設） 

 

 

 

 

２ 前項の協議が調わないとき、又は協議をすることができない

ときは、家庭裁判所が、同項の事項を定める。 

 

３ 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、前二項の規定に

よる定めを変更し、その他子の監護について相当な処分を命ず

ることができる。 

４ 前三項の規定によっては、監護の範囲外では、父母の権利義

務に変更を生じない。 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 
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１２ 父母が第五項に基づき届け出た共同監護計画は、離婚の無

効及び取消しにより、その効力を失う。この場合において、父

母は、必要に応じ、共同監護計画等を定めなければならない。 

 

（離婚後監護講座） 

第七百六十六条の二 父母が協議上の離婚をしようとするとき

は、父母は、法務局若しくは地方法務局若しくはこれらの支局

又はこれらの出張所が開設する離婚後監護講座（子を監護する

意義に関する学習の機会を提供するための講座をいう。以下同

じ。）を受けなければならない。 

２ 父母の一方が合理的な理由がないにもかかわらず離婚後監護

講座を受けることを拒んだときは、五万円以下の過料に処し、

又はこれに併せてその父若しくは母による親権の行使が著しく

不適当であるとみなし、第八百三十四条の規定に従い、家庭裁

判所は、他の一方の請求により、その父若しくは母について、

親権喪失の審判をすることができる。 

３ 父母は、父又は母が離婚後監護講座を受けた日のいずれか遅

い日から三箇月を経過するまでの間、離婚の届出をすることが

できない。ただし、離婚をしなければならない急迫の事情があ

ると認めるときは、家庭裁判所は、父又は母の請求によって、

この期間を短縮することができる。 

 

 （離婚後に出生した子の監護に関する事項の定め） 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 
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第七百六十六条の三  第七百七十二条の規定により子の父が定

められる場合において、子の出生前に父母が離婚し、かつ、子

の出生後において、第七百七十六条の規定により子の嫡出が承

認されたときその他法務省令で定めるときは、父母（現に共同

して親権を行っている父母に限る。）は、協議の上、子の監護

について必要な事項を定めなければならない。 

２ 第七百六十六条（第一項を除く。）並びに前条第一項及び第

二項の規定は、前項の場合に準用する。この場合において、第

七百六十六条及び前条中「第七百六十六条第五項中「離婚の届

出をするに当たっては、共同監護計画を併せて届け出なければ

ならない。」とあるのは「子の嫡出が承認された日又は法務省

令で定める日のいずれか早い日から三箇月以内に、共同監護計

画を届け出なければならない。この場合において、正当な理由

がなくて期間内にすべき届出をしない者は、五万円以下の過料

に処する。」と、第七百六十六条の二第一項中「父母が協議上

の離婚をしようとするときは」とあるのは「子の父が定められ

る場合、夫が子の嫡出を承認した日又は法務省令で定める日の

いずれか早い日から一箇月以内に」と、同条第二項中「離婚後

監護講座」とあるのは「期間内に離婚後監護講座」と読み替え

るものとする。 

 

（協議上の離婚の規定の準用） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（協議上の離婚の規定の準用） 
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第七百七十一条 第七百六十六条、第七百六十六条の二第一項及

び第二項並びに第七百六十七条から第七百六十九条までの規定

は、裁判上の離婚について準用する。この場合において、第七

百六十六条第五項中「離婚の届出をするに当たっては、共同監

護計画を併せて届け出なければならない。」とあるのは「離婚

の届出をした日から三箇月以内に、共同監護計画を届け出なけ

ればならない。この場合において、正当な理由がなくて期間内

にすべき届出をしない者は、五万円以下の過料に処する。」

と、第七百六十六条の二第一項中「協議上の離婚をしようとす

るときは」とあるのは「裁判上の離婚をするときは、離婚の届

出をした日から一箇月以内に」と、同条第二項中「離婚後監護

講座」とあるのは「期間内に離婚後監護講座」と読み替えるも

のとする。 

 

（認知後の子の監護に関する事項の定め等） 

第七百八十八条 第七百六十六条の規定は、父が認知する場合

（父母が婚姻中の場合を除く。）について準用する。この場合

において、同条第五項中「離婚の届出をするに当たっては、共

同監護計画を併せて届け出なければならない。」とあるのは

「認知の届出をした日から三箇月以内に、共同監護計画を届け

出なければならない。この場合において、正当な理由がなくて

期間内にすべき届出をしない者は、五万円以下の過料に処す

る。」と読み替えるものとする。 

第七百七十一条 第七百六十六条から第七百六十九条までの規定

は、裁判上の離婚について準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（認知後の子の監護に関する事項の定め等） 

第七百八十八条 第七百六十六条の規定は、父が認知する場合に

ついて準用する。 
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（協議上の離縁） 

第八百十一条 縁組の当事者は、その協議で、離縁をすることが

できる。 

２ 養子が十五歳未満であるときは、その離縁は、養親と養子の

離縁後にその法定代理人となるべき者との協議でこれをする。 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

３ 前項の法定代理人となるべき者がないときは、家庭裁判所

は、養子の親族その他の利害関係人の請求によって、養子の離

縁後にその未成年後見人となるべき者を選任する。 

４ 縁組の当事者の一方が死亡した後に生存当事者が離縁をしよ

うとするときは、家庭裁判所の許可を得て、これをすることが

できる。 

 

（親権者） 

第八百十八条 （略） 

２ （略） 

 

（協議上の離縁等） 

第八百十一条 縁組の当事者は、その協議で、離縁をすることが

できる。 

２ 養子が十五歳未満であるときは、その離縁は、養親と養子の

離縁後にその法定代理人となるべき者との協議でこれをする。 

３ 前項の場合において、養子の父母が離婚しているときは、そ

の協議で、その一方を養子の離縁後にその親権者となるべき者

と定めなければならない。 

４ 前項の協議が調わないとき、又は協議をすることができない

ときは、家庭裁判所は、同項の父若しくは母又は養親の請求に

よって、協議に代わる審判をすることができる。 

５ 第二項の法定代理人となるべき者がないときは、家庭裁判所

は、養子の親族その他の利害関係人の請求によって、養子の離

縁後にその未成年後見人となるべき者を選任する。 

６ 縁組の当事者の一方が死亡した後に生存当事者が離縁をしよ

うとするときは、家庭裁判所の許可を得て、これをすることが

できる。 

 

（親権者） 

第八百十八条 （同上） 

２ （同上） 
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３ 親権は、父母が共同して行う。ただし、父母の一方が親権を

行うことができないときは、他の一方が行う。 

 

 

（離婚の場合の親権者） 

第八百十九条  父母（離婚の際現に共同して親権を行っている父

母に限る。以下この条において同じ。）が協議上の離婚をするこ

とに伴い、やむを得ない事由が生じるときは、父母の一方は、

家庭裁判所の許可を得て、親権を辞することができる。 

２ 裁判上の離婚の場合には、父母の一方から親権を辞する申出

があったとき、離婚をすることに伴い、やむを得ない事由が生

じる場合に限り、裁判所は、その父母の親権の辞任を許可す

る。 

３  前二項の事由が消滅したときは、親権を行うことができな

い父母の一方は、家庭裁判所の許可を得て、親権を回復するこ

とができる。 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

 

３ 親権は、父母の婚姻中は、父母が共同して行う。ただし、父

母の一方が親権を行うことができないときは、他の一方が行

う。 

 

（離婚又は認知の場合の親権者） 

第八百十九条  父母が協議上の離婚をするときは、その協議で、

その一方を親権者と定めなければならない。 

 

 

２  裁判上の離婚の場合には、裁判所は、父母の一方を親権者

と定める。 

 

 

（新設） 

 

 

３  子の出生前に父母が離婚した場合には、親権は、母が行

う。ただし、子の出生後に、父母の協議で、父を親権者と定め

ることができる。 

４  父が認知した子に対する親権は、父母の協議で父を親権者

と定めたときに限り、父が行う。 
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（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

 

（親権喪失時の子の監護に関する事項の定め等） 

第八百三十七条の二 親権喪失、親権停止、縁組（特別養子縁組

を除く。）その他の法務省令で定める事由により父母が共同し

て親権を行うことができない場合（父若しくは母が子との面会

及びその他の交流ができない場合として法務省令で定める場合

（以下「面会不能状態」という。）又は第七項に該当する場合

を除く。）において、父母は、協議の上、子の監護をすべき

者、父又は母と子との面会及びその他の交流、子の監護に要す

る費用の分担その他の子の監護について必要な事項を定める。

この場合においては、子の利益を最も優先して考慮しなければ

ならない。 

２ 第七百六十六条第二項第一号から第三号まで及び第五号並び

に同条第三項から第十一項までの規定は、前項の場合に準用す

る。この場合において、同条（第五項及び第十一項を除く。）

中「共同監護計画」とあるのは「面会交流養育費計画」と、

「子の監護の分担」とあるのは「父又は母と子との面会及びそ

５  第一項、第三項又は前項の協議が調わないとき、又は協議

をすることができないときは、家庭裁判所は、父又は母の請求

によって、協議に代わる審判をすることができる。 

６  子の利益のため必要があると認めるときは、家庭裁判所

は、子の親族の請求によって、親権者を他の一方に変更するこ

とができる。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 
 

の他の交流」と、同条第二項中「父及び母の子を監護する場

所」とあるのは「父又は母の子を監護する場所並びに父又は母

と子との面会及びその他の交流をする場所」と、同条第三項中

「父母が平等に子の監護及び子の監護に要する費用を分担する

ことを原則とするとの考え方を」とあるのは「子の年齢及び発

達の程度に応じて、その意思を」と、同条第五項中「離婚の届

出をするに当たっては、共同監護計画を併せて届け出なければ

ならない。」とあるのは「親権喪失の日又は法務省令で定める

日のいずれか早い日から三箇月以内に、面会交流養育費計画を

届け出なければならない。この場合において、正当な理由がな

くて期間内にすべき届出をしない者は、五万円以下の過料に処

する。」と、同条第十項中「その父若しくは母による」とある

のは「その父若しくは母（いずれも親権者に限る。以下この項

において同じ。）による」と、同条第十一項中「共同監護計画

を」とあるのは「面会交流養育費計画を」と読み替えるものと

する。 

３ 第一項に定める父又は母と子との面会及びその他の交流につ

いて、子の生命又は身体に重大な危害が発生するおそれがある

と認める事由があるときは、家庭裁判所は、子、その親族、未

成年後見人、未成年後見監督人又は検察官の請求により、その

父又は母に対し、前項の規定により読み替えて適用する第七百

六十六条第九項の処分として、児童相談所の職員の立会いの下

に子との交流を行うよう命ずることができる。 
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４  前項の事由が消滅した場合において、家庭裁判所は、第一

項に定める父若しくは母又はそれらの親族の請求により、前項

の規定による命令を取り消さなければならない。 

５ 第一項の事由の消滅その他法務省令で定める事情により、父

母が共同して親権を行うことができるようになった場合におい

て、その前に定めたその父母の子に係る面会交流養育費計画

は、戸籍法の定めるところにより、同項の事由の消滅を届け出

た日若しくは法務省令で定める日のいずれか遅い日（以下「共

同親権開始日」という。）又は次項に定める共同監護計画を届

け出た日のいずれか遅い日に、その効力を失う。 

６ 前項の場合において、父母が離婚しているときは第七百六十

六条並びに第七百六十六条の二第一項及び第二項の規定を、父

母の婚姻が取り消されているときその他法務省令で定めるとき

は第七百六十六条の規定をそれぞれ準用する。この場合におい

て、同条第五項中「離婚の届出をするに当たっては、共同監護

計画を併せて届け出なければならない。」とあるのは「共同親

権開始日から三箇月以内に、共同監護計画を届け出なければな

らない。この場合において、正当な理由がなくて期間内にすべ

き届出をしない者は、五万円以下の過料に処する。」と、第七

百六十六条の二第一項中「協議上の離婚をしようとするとき

は」とあるのは「共同親権開始日から一箇月以内に」と、同条

第二項中「離婚後監護講座」とあるのは「期間内に離婚後監護

講座」と読み替えるものとする。 
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７ 第一項の事由により父母が共同して親権を行うことができな

いとき若しくは父母が一人である場合であってその父母が親権

を行うことができないときにおいて、子の監護をすべき者とし

て法務省令で定める者（以下「法定監護者」という。）がある

場合、父母が一人であるとき若しくは父母がないときであって

未成年の子の近親者（子の直系血族又は三親等内の傍系血族で

ある成年者をいい、父母が一人である場合にあっては、その父

母又はその父母の直系血族若しくは二親等内の傍系血族を除

く。以下同じ。）からその子との面会及びその他の交流の定め

をすることを求める申出が親権を行う父母若しくは法定監護者

に対してあった場合又は法務省令で定める場合には、面会不能

状態に該当する父母を父母でないものと、法定監護者を親権を

行う父母と、当該近親者を親権を行うことができない父母とみ

なして、前六項（法定監護者又は当該近親者にあっては前項を

除く。）の規定を適用する。この場合において、第一項中「親

権喪失、親権停止、縁組（特別養子縁組を除く。）その他の法

務省令で定める事由により父母が共同して親権を行うことがで

きない場合（父若しくは母が子との面会及びその他の交流がで

きない場合として法務省令で定める場合（以下「面会不能状

態」という。）又は第七項に該当する場合を除く。）において、

父母は」とあるのは「父母は」と、第五項中「父母が共同して

親権を行うことができるようになった場合」とあるのは「父母

（法定監護者又は子の近親者を除く。）が共同して親権を行う
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ことができるようになった場合又は父母（法定監護者を除

く。）が一人である場合であってその父母が親権を行うことが

できるようになった場合」と、前項中「前項の場合」とあるの

は「前項の場合（父母が一人である場合又は父母がない場合を

除く。）」とする。 

 

（保護命令時の共同監護等の特例） 

第八百三十七条の三 父母の一方が、他の一方に対し、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 （平成十三

年法律第三十一号）第十条第一項から第四項までの規定による

命令（以下「保護命令」という。）を裁判所に申し立てたとき

は、裁判所が保護命令を発しない決定をするまでの間、及び裁

判所が保護命令を発したときは、保護命令が失効するまでの

間、家庭裁判所は、婦人相談所及び婦人相談員による子の監護

に関する父母間の連絡調整及び子の受渡しの援助を利用して父

母が共同監護計画等を定めること及び遵守することを命じなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

附 則 

 （親権回復の経過措置等） 

第Ⅹ条 この法律の施行前に離婚に伴い親権を喪失した父又は母は、家庭裁判所の許可を得て、親権を回復することができる。 

２ 家庭裁判所は、前項の規定により親権を回復した父又は母に対し、子の監護について必要な事項を親権を行っている父母との協

議で定めるよう命じなければならない。 
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３ この法律による改正後の民法（以下「新法」という。）第七百六十六条第二項から第十項まで並びに第七百六十六条の二第一項及

び第二項の規定は、前項の協議の場合に準用する。この場合において、新法第七百六十六条第五項中「離婚の届出をするに当たっ

ては、共同監護計画を併せて届け出なければならない。」とあるのは「親権を回復する届出をした日から六箇月以内に、共同監護

計画を届け出なければならない。この場合において、正当な理由がなくて期間内にすべき届出をしない者は、五万円以下の過料に

処する。」と、新法第七百六十六条の二第一項中「協議上の離婚をしようとするときは」とあるのは「親権を回復したときは、親

権を回復する届出をした日から四箇月以内に」と、新法第七百六十六条の二第二項中「離婚後監護講座」とあるのは「期間内に離

婚後監護講座」と読み替えるものとする。 

４ 国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律（平成二十五年法律第四十八号）第十六条第一項、第二項第

一号から第三号まで第五号及び第六号並びに第三項、第十七条第一項並びに第二項第一号及び第三号、第十八条第一項第一号、第

二号及び第七号並びに第二項並びに第二十条の規定は、第二項の協議の場合に準用する。この場合において、同法第十六条、第十

七条、第十八条及び第二十条中「外務大臣」とあるのは「法務大臣」と、「外務省令で定める」とあるのは「法務大臣が定める」

と、「日本国面会交流援助」とあるのは「共同監護計画援助」と、同法第十六条第一項中「日本国内に所在している子であって、

面会その他の交流をすることができなくなる直前に常居所を有していた国又は地域が条約締約国であるものについて、当該国又は

地域の法令に基づき面会その他の交流をすることができる者（日本国以外の条約締約国に住所又は居所を有しているものに限

る。）」とあるのは「子との面会その他の交流をすることができない父母」と、「当該子との面会その他の交流」とあるのは「共

同監護計画を定めること」と、同条第二項第二号中「面会交流その他の交流を求められている」とあるのは「共同監護計画に記載

する」と、同項第三号中「子との面会その他の交流」とあるのは「共同監護計画を定めること」と、同項第五号中「申請者が申請

に係る子と面会その他の交流をすることができなくなる直前に申請に係る子が常居所を有していた国又は地域の法令に基づき申請

者」とあるのは「申請者」と、「子との面会その他の交流をする」とあるのは「共同監護計画を定める」と、「子との面会その他

の交流」とあるのは「共同監護計画を定めること」と、同法第十七条第一項中「次条第一項の規定によりこれを却下する場合及び

第十九条第一項の規定により当該日本国面会交流援助申請に係る書類の写しを送付する場合を除き」とあるのは「次条第一項の規

定によりこれを却下する場合を除き」と、「通知（申請者が前条第四項の規定により日本国以外の条約締約国の中央当局を経由し

て日本国面会交流援助申請をした場合にあっては、当該中央当局を経由してする通知。次条第二項及び第十九条第二項において同
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じ。）」とあるのは「通知」と、同条第十七条第三号中「子との面会交流その他の交流の実現」とあるのは「共同監護計画の作

成」と、同法第十八条第一項第一号中「十六歳に達している」とあるのは「その父母が離婚したときに十六歳に達していた」と、

同項第二号中「明らかであり、かつ、申請に係る子が所在している国又は地域が明らかでないこと」とあるのは「明らかであるこ

と」と、同項第七号中「申請者が申請に係る子と面会その他の交流をすることができなくなる直前に申請に係る子が常居所を有し

ていた国若しくは地域の法令に基づき申請者が」とあるのは「申請者が」と、「子との面会その他の交流をする」とあるのは「共

同監護計画を定める」と、「子との面会その他の交流」とあるのは「共同監護計画を定めること」と、同法第二十条中「この場合

において」とあるのは「この場合において、第五条、第九条及び第十条中「外務大臣」とあるのは「法務大臣」と、「外務省令で

定める」とあるのは「法務大臣が定める」と、第五条第一項中「外国返還援助申請があった場合において、必要と認めるときは」

とあるのは「必要と認めるときは」と、「政令で定める」とあるのは「法務大臣が定める」と、同条第三項中「外務省令で定め

る」とあるのは「法務大臣が定める」と」と、「第五条第四項第一号中「第二十六条の規定による子の返還の申立て又は子との面

会その他の交流の定めをすること若しくはその変更を求める家事審判若しくは」とあるのは「子との面会その他の交流の定めをす

ること又はその変更を求める家事審判又は」」とあるのは「同条第四項第一号中「第二十六条の規定による子の返還の申立て又は

子との面会その他の交流の定めをすること若しくはその変更を求める家事審判若しくは家事調停の申立てをする」とあるのは「共

同監護計画援助の申請を行う」」と、「「第二十九条に規定する子の返還に関する事件若しくは子の返還の強制執行に係る事件が係

属している裁判所又は申請に係る子についての子との面会その他の交流に関する事件若しくは」とあるのは「子との面会その他の

交流に関する事件又は」」とあるのは「「第二十九条に規定する子の返還に関する事件若しくは子の返還の強制執行に係る事件が係

属している裁判所又は申請に係る子についての子との面会その他の交流に関する事件若しくは子との面会その他の交流に関する事

件又は子との面会その他の交流の強制執行」とあるのは「共同監護計画」」と、「「子の返還又は申請者」とあるのは「申請者」」と

あるのは「「外国返還援助決定をした場合には、申請に係る子について子の返還又は申請者との面会その他の交流」とあるのは

「申請に係る子についての共同監護計画」と、「実現」とあるのは「作成」」と読み替えるものとする。 

５ 家庭裁判所が、新法第八百三十七条の二第七項に定める法定監護者があることを理由として、第一項に規定する親権の回復の許

可をしない場合には、同項の親権を喪失した父又は母を第二項の親権を回復した父又は母と、新法第八百三十七条の二第一項に定

める面会不能状態に該当する父母を父母でないものと、新法第八百三十七条の二第七項に定める法定監護者を第二項の親権を行っ
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ている父母とみなして同項、第三項（新法第七百六十六条の二を準用する部分を除く。）及び前項の規定を適用する。この場合に

おいて、これらの項中「共同監護計画」とあるのは「経過措置共同監護計画」とする。 

６ この法律の施行前に改正前の民法（以下「旧法」という。）第八百十九条第三項の規定により親権者と定められなかった父母が

親権を得ようとする場合は第一項から前項までの規定を、旧法第八百十九条第四項の規定により親権者と定められなかった父母が

親権を得ようとする場合又は法務大臣が定める事由に該当する場合は第一項、第二項、第三項（新法第七百六十六条の二を準用す

る部分を除く。）及び前二項の規定をそれぞれ準用する。 

 

 （面会交流援助） 

第Ⅹ＋１条 この法律の施行前に離婚に伴い親権を喪失した父母が、この法律の施行の際子との面会その他の交流をすることができ

ない場合（前条の規定の適用がある場合を除く。）には、当該子との面会その他の交流を実現するための援助を法務大臣に申請で

きる。 

２ 国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律第十六条第一項、第二項第一号から第三号まで第五号及び第

六号並びに第三項、第十七条第一項並びに第二項第一号及び第三号、第十八条第一項第一号、第二号及び第七号並びに第二項並び

に第二十条の規定は、前項の申請があった場合に準用する。この場合において、同法第十六条、第十七条、第十八条及び第二十条

中「外務大臣」とあるのは「法務大臣」と、「外務省令で定める」とあるのは「法務大臣が定める」と、「日本国面会交流援助」

とあるのは「面会交流援助」と、同法第十六条第一項中「日本国内に所在している子であって、面会その他の交流をすることがで

きなくなる直前に常居所を有していた国又は地域が条約締約国であるものについて、当該国又は地域の法令に基づき面会その他の

交流をすることができる者（日本国以外の条約締約国に住所又は居所を有しているものに限る。）」とあるのは「子との面会その

他の交流をすることができない父母」と、同条第二項第五号中「申請者が申請に係る子と面会その他の交流をすることができなく

なる直前に申請に係る子が常居所を有していた国又は地域の法令に基づき申請者」とあるのは「申請者」と、同法第十七条第一項

中「次条第一項の規定によりこれを却下する場合及び第十九条第一項の規定により当該日本国面会交流援助申請に係る書類の写し

を送付する場合を除き」とあるのは「次条第一項の規定によりこれを却下する場合を除き」と、「通知（申請者が前条第四項の規

定により日本国以外の条約締約国の中央当局を経由して日本国面会交流援助申請をした場合にあっては、当該中央当局を経由して
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する通知。次条第二項及び第十九条第二項において同じ。）」とあるのは「通知」と、同法第十八条第一項第一号中「十六歳に達

している」とあるのは「その父母が離婚したときに十六歳に達していた」と、同項第二号中「明らかであり、かつ、申請に係る子

が所在している国又は地域が明らかでないこと」とあるのは「明らかであること」と、同項第七号中「申請者が申請に係る子と面

会その他の交流をすることができなくなる直前に申請に係る子が常居所を有していた国若しくは地域の法令に基づき申請者が」と

あるのは「申請者が」と、同法第二十条中「第五条第四項第一号中」とあるのは「第五条、第九条及び第十条中「外務大臣」とあ

るのは「法務大臣」と、「外務省令で定める」とあるのは「法務大臣が定める」と、第五条第一項中「外国返還援助申請があった

場合において、必要と認めるときは」とあるのは「必要と認めるときは」と、「政令で定める」とあるのは「法務大臣が定める」

と、同条第三項中「外務省令で定める」とあるのは「法務大臣が定める」と、同条第四項第一号中」と、「「子の返還又は申請

者」とあるのは「申請者」」とあるのは「「外国返還援助決定をした場合には、申請に係る子について子の返還又は申請者」とあ

るのは「申請に係る子についての申請者」」と読み替えるものとする。 

３ 前二項の規定は、旧法第八百十九条第三項若しくは第四項の規定により親権者と定められなかった父母又は法務大臣が定める事

由に該当する父母が、この法律の施行の際子との面会その他の交流をすることができない場合（前条の規定の適用がある場合を除

く。）に準用する。 

４ 第一項及び第二項の規定は、この法律の施行前に離婚又は前項の事由により親権を行うことができなかった父母の子が、この法

律の施行の際当該父母の一方又は双方との面会その他の交流をすることができない場合において、当該父母との面会その他の交流

を実現するための援助を法務大臣に申請する場合に準用する。この場合において、当該子が未成年者であるときは、法定代理人の

同意を要することなく、又は法定代理人によらずに、自ら当該申請又はこれに関連する行為として法務大臣が定めるものを行うこ

とができる。 

５ 第一項及び第二項の規定は、この法律の施行前に離婚又は第三項の事由により親権を行うことができなかった父母が死亡した場

合その他法務大臣の定める場合において、その父母の子の近親者（新法第八百三十七条の二第七項に定める近親者をいう。以下同

じ。）が、その子との面会その他の交流を実現するための援助を法務大臣に申請するときに、当該近親者を父母とみなして適用す

る。 
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※ 民法改正に伴う経過措置を附則に規定することに伴い、家事事件手続法における子の監護に関する処分や家庭裁判所の許可などの

規定や戸籍法における経過措置共同監護計画の届出などの規定を置く必要がある。その他技術上のハネ改正の対応が必要である。 

 

◎民法の一部を改正する法律附則第 X 条第四項の規定による国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律（平

成二十五年法律第四十八号）第十六条第一項等の読替 

 （読替前の表の網掛部分は、国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律第二十条による読替部分） 

読替後 読替前 

（子の住所等に関する情報の提供の求め等） 

第五条 法務大臣は、必要と認めるときは、申請に係る子及び申

請に係る子と同居している者の氏名及び住所又は居所を特定す

るため、法務大臣が定めるところにより、次に掲げる機関及び

法人（第十五条第一項において「国の行政機関等」という。）

の長、地方公共団体の長その他の執行機関並びに申請に係る子

及び申請に係る子と同居している者に関する情報を有している

者として法務大臣が定める者に対し、その有する当該氏名又は

当該住所若しくは居所に関する情報の提供を求めることができ

る。 

一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除

く。） 

二 内閣府並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）

第四十九条第一項及び第二項に規定する機関 

三 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第

二項に規定する機関 

（子の住所等に関する情報の提供の求め等） 

第五条 外務大臣は、外国返還援助申請があった場合において、

必要と認めるときは、申請に係る子及び申請に係る子と同居し

ている者の氏名及び住所又は居所を特定するため、政令で定め

るところにより、次に掲げる機関及び法人（第十五条第一項に

おいて「国の行政機関等」という。）の長、地方公共団体の長

その他の執行機関並びに申請に係る子及び申請に係る子と同居

している者に関する情報を有している者として政令で定める者

に対し、その有する当該氏名又は当該住所若しくは居所に関す

る情報の提供を求めることができる。 

一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除

く。） 

二 内閣府並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）

第四十九条第一項及び第二項に規定する機関 

三 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第

二項に規定する機関 
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四 内閣府設置法第四十条第二項及び第五十六条の特別の機関 

五 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の

三の特別の機関 

六 独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第

一項に規定する独立行政法人 

七 国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一

項に規定する国立大学法人 

２ 前項の場合において、同項に規定する情報の提供を求められ

た者は、遅滞なく、当該情報を法務大臣に提供するものとす

る。 

３ 法務大臣は、前項の規定により提供された情報が、申請に係

る子が日本国内に所在していることを示すものであるが、申請

に係る子及び申請に係る子と同居している者の所在を特定する

ために十分でない場合には、法務大臣が定めるところにより、

都道府県警察に対し、当該情報を提供して、これらの者の所在

を特定するために必要な措置をとることを求めることができ

る。 

４ 前項に規定するもののほか、法務大臣からの第二項の規定に

より提供された情報及び前項の規定による都道府県警察の措置

によって得られた情報の提供は、次に掲げる場合に限り、行う

ことができる。 

一 共同監護計画援助の申請を行うために申請に係る子と同居

している者の氏名を必要とする申請者から当該氏名の開示を

四 内閣府設置法第四十条第二項及び第五十六条の特別の機関 

五 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の

三の特別の機関 

六 独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第

一項に規定する独立行政法人 

七 国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一

項に規定する国立大学法人 

２ 前項の場合において、同項に規定する情報の提供を求められ

た者は、遅滞なく、当該情報を外務大臣に提供するものとす

る。 

３ 外務大臣は、前項の規定により提供された情報が、申請に係

る子が日本国内に所在していることを示すものであるが、申請

に係る子及び申請に係る子と同居している者の所在を特定する

ために十分でない場合には、外務省令で定めるところにより、

都道府県警察に対し、当該情報を提供して、これらの者の所在

を特定するために必要な措置をとることを求めることができ

る。 

４ 前項に規定するもののほか、外務大臣からの第二項の規定に

より提供された情報及び前項の規定による都道府県警察の措置

によって得られた情報の提供は、次に掲げる場合に限り、行う

ことができる。 

一 第二十六条の規定による子の返還の申立て又は子との面会

その他の交流の定めをすること若しくはその変更を求める家
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求められた場合において、当該氏名を当該申請者に開示する

とき。 

 

 

二 申請に係る子についての共同監護計画に係る事件が係属し

ている裁判所から、その手続を行うために申請に係る子及び

申請に係る子と同居している者の住所又は居所の確認を求め

られた場合において、当該住所又は居所を当該の裁判所に開

示するとき。 

 

 

 

 

三 第十条第一項の規定により、市町村、都道府県の設置する

福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に

規定する福祉に関する事務所をいう。以下この号及び同項に

おいて同じ。）又は児童相談所（児童福祉法（昭和二十二年

法律第百六十四号）に規定する児童相談所をいう。同号及び

同項において同じ。）に対し、申請に係る子が虐待を受けて

いるおそれがあると信ずるに足りる相当な理由がある旨を通

告する場合において、申請に係る子及び申請に係る子と同居

していると思料される者の氏名及び住所又は居所を当該市町

事審判若しくは家事調停の申立てをするために申請に係る子

と同居している者の氏名を必要とする申請者から当該氏名の

開示を求められた場合において、当該氏名を当該申請者に開

示するとき。 

二 申請に係る子についての第二十九条に規定する子の返還に

関する事件若しくは子の返還の強制執行に係る事件が係属し

ている裁判所又は申請に係る子についての子との面会その他

の交流に関する事件若しくは子との面会その他の交流に関す

る事件又は子との面会その他の交流の強制執行に係る事件が

係属している裁判所から、その手続を行うために申請に係る

子及び申請に係る子と同居している者の住所又は居所の確認

を求められた場合において、当該住所又は居所を当該の裁判

所に開示するとき。 

三 第十条第一項の規定により、市町村、都道府県の設置する

福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に

規定する福祉に関する事務所をいう。以下この号及び同項に

おいて同じ。）又は児童相談所（児童福祉法（昭和二十二年

法律第百六十四号）に規定する児童相談所をいう。同号及び

同項において同じ。）に対し、申請に係る子が虐待を受けて

いるおそれがあると信ずるに足りる相当な理由がある旨を通

告する場合において、申請に係る子及び申請に係る子と同居

していると思料される者の氏名及び住所又は居所を当該市町
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村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所に通知す

るとき。 

 

（合意による子の返還等の促進） 

第九条 法務大臣は、申請に係る子についての共同監護計画を申

請者及び申請に係る子を監護している者の合意により作成する

ため、これらの者の間の協議のあっせんその他の必要な措置を

とることができる。 

 

 

（子の虐待に係る通告） 

第十条 法務大臣は、申請に係る子が日本国内に所在している場

合において、虐待を受けているおそれがあると信ずるに足りる

相当な理由があるときは、市町村、都道府県の設置する福祉事

務所又は児童相談所に対し、その旨を通告しなければならな

い。 

２ 前項の規定による通告は、児童虐待の防止等に関する法律

（平成十二年法律第八十二号）第六条第一項の規定による通告

とみなして、同条第二項及び第三項並びに同法第七条及び第八

条の規定を適用する。 

 

（共同監護計画援助申請） 

村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所に通知す

るとき。 

 

（合意による子の返還等の促進） 

第九条 外務大臣は、外国返還援助決定をした場合には、申請に

係る子について子の返還又は申請者との面会その他の交流を申

請者及び申請に係る子を監護している者の合意により実現する

ため、これらの者の間の協議のあっせんその他の必要な措置を

とることができる。 

 

（子の虐待に係る通告） 

第十条 外務大臣は、申請に係る子が日本国内に所在している場

合において、虐待を受けているおそれがあると信ずるに足りる

相当な理由があるときは、市町村、都道府県の設置する福祉事

務所又は児童相談所に対し、その旨を通告しなければならな

い。 

２ 前項の規定による通告は、児童虐待の防止等に関する法律

（平成十二年法律第八十二号）第六条第一項の規定による通告

とみなして、同条第二項及び第三項並びに同法第七条及び第八

条の規定を適用する。 

 

（日本国面会交流援助申請） 
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第十六条 共同監護計画を定めることができない父母は、共同監

護計画を定めることが妨げられていると思料する場合には、共

同監護計画を定めるための援助（以下「共同監護計画援助」と

いう。）を法務大臣に申請することができる。 

 

 

 

 

 

２ 共同監護計画援助の申請（以下「共同監護計画援助申請」と

いう。）を行おうとする者は、法務大臣が定めるところによ

り、次に掲げる事項を記載した申請書（日本語又は英語により

記載したものに限る。）を法務大臣に提出しなければならな

い。 

一 共同監護計画援助申請をする者（以下この款において「申

請者」という。）の氏名及び住所又は居所 

二 共同監護計画援助申請において共同監護計画に記載する子

（以下この款において「申請に係る子」という。）の氏名、

生年月日及び住所又は居所（これらの事項が明らかでないと

きは、その旨）その他申請に係る子を特定するために必要な

事項 

三 申請に係る共同監護計画を定めることを妨げていると思料

される者の氏名その他当該者を特定するために必要な事項 

第十六条 日本国内に所在している子であって、面会その他の交

流をすることができなくなる直前に常居所を有していた国又は

地域が条約締約国であるものについて、当該国又は地域の法令

に基づき面会その他の交流をすることができる者（日本国以外

の条約締約国に住所又は居所を有しているものに限る。）は、

当該子との面会その他の交流が妨げられていると思料する場合

には、当該子との面会その他の交流を実現するための援助（以

下「日本国面会交流援助」という。）を外務大臣に申請するこ

とができる。 

２ 日本国面会交流援助の申請（以下「日本国面会交流援助申

請」という。）を行おうとする者は、外務省令で定めるところ

により、次に掲げる事項を記載した申請書（日本語又は英語に

より記載したものに限る。）を外務大臣に提出しなければなら

ない。 

一 日本国面会交流援助申請をする者（以下この款において

「申請者」という。）の氏名及び住所又は居所 

二 日本国面会交流援助申請において面会その他の交流を求め

られている子（以下この款において「申請に係る子」とい

う。）の氏名、生年月日及び住所又は居所（これらの事項が

明らかでないときは、その旨）その他申請に係る子を特定す

るために必要な事項 

三 申請に係る子との面会その他の交流を妨げていると思料さ

れる者の氏名その他当該者を特定するために必要な事項 
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五 申請者が申請に係る共同監護計画を定めることができ、か

つ、申請者の申請に係る共同監護計画を定めることが妨げら

れていることを明らかにするために必要な事項 

 

 

 

六 申請に係る子と同居していると思料される者の氏名、住所

又は居所その他当該者を特定するために必要な事項（これら

の事項が明らかでないときは、その旨） 

３ 前項の申請書には、同項第五号に掲げる事項を証明する書類

その他法務大臣が定める書類を添付しなければならない。 

 

（共同監護計画援助の決定及び通知） 

第十七条 法務大臣は、共同監護計画援助申請があった場合に

は、次条第一項の規定によりこれを却下する場合を除き、共同

監護計画援助の決定（以下「共同監護計画援助決定」とい

う。）をし、遅滞なく、申請者にその旨の通知をしなければな

らない。 

 

 

 

 

 

五 申請者が申請に係る子と面会その他の交流をすることがで

きなくなる直前に申請に係る子が常居所を有していた国又は

地域の法令に基づき申請者が申請に係る子と面会その他の交

流をすることができ、かつ、申請者の申請に係る子との面会

その他の交流が妨げられていることを明らかにするために必

要な事項 

六 申請に係る子と同居していると思料される者の氏名、住所

又は居所その他当該者を特定するために必要な事項（これら

の事項が明らかでないときは、その旨） 

３ 前項の申請書には、同項第五号に掲げる事項を証明する書類

その他外務省令で定める書類を添付しなければならない。 

 

（日本国面会交流援助の決定及び通知） 

第十七条 外務大臣は、日本国面会交流援助申請があった場合に

は、次条第一項の規定によりこれを却下する場合及び第十九条

第一項の規定により当該日本国面会交流援助申請に係る書類の

写しを送付する場合を除き、日本国面会交流援助の決定（以下

「日本国面会交流援助決定」という。）をし、遅滞なく、申請

者にその旨の通知（申請者が前条第四項の規定により日本国以

外の条約締約国の中央当局を経由して日本国面会交流援助申請

をした場合にあっては、当該中央当局を経由してする通知。次

条第二項及び第十九条第二項において同じ。）をしなければな

らない。 
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２ 法務大臣は、共同監護計画援助決定をした場合には、必要に

応じ、次に掲げる措置をとるものとする。 

一 第二十条において準用する第九条又は第十条に規定する措

置 

三 この法律に定める手続その他共同監護計画の作成に関連す

る日本国の法令に基づく制度に関する情報の申請者への提供 

 

 

（共同監護計画援助申請の却下） 

第十八条 法務大臣は、共同監護計画援助申請が次の各号のいず

れかに該当する場合には、当該共同監護計画援助申請を却下す

る。 

一 申請に係る子がその父母が離婚したときに十六歳に達して

いたこと。 

二 申請に係る子が日本国内に所在していないことが明らかで

あること。 

 

七 申請者が申請に係る共同監護計画援助を定めることができ

ないことが明らかであり、又は申請者の申請に係る共同監護

計画援助を定めることが妨げられていないことが明らかであ

ること。 

 

 

２ 外務大臣は、日本国面会交流援助決定をした場合には、必要

に応じ、次に掲げる措置をとるものとする。 

一 第二十条において準用する第九条又は第十条に規定する措

置 

三 この法律に定める手続その他子との面会その他の交流の実

現に関連する日本国の法令に基づく制度に関する情報の申請

者への提供 

 

（日本国面会交流援助申請の却下） 

第十八条 外務大臣は、日本国面会交流援助申請が次の各号のい

ずれかに該当する場合には、当該日本国面会交流援助申請を却

下する。 

一 申請に係る子が十六歳に達していること。 

 

二 申請に係る子が日本国内に所在していないことが明らかで

あり、かつ、申請に係る子が所在している国又は地域が明ら

かでないこと。 

七 申請者が申請に係る子と面会その他の交流をすることがで

きなくなる直前に申請に係る子が常居所を有していた国若し

くは地域の法令に基づき申請者が申請に係る子と面会その他

の交流をすることができないことが明らかであり、又は申請

者の申請に係る子との面会その他の交流が妨げられていない

ことが明らかであること。 
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２ 法務大臣は、前項の規定により共同監護計画援助申請を却下

した場合には、申請者に直ちにその旨及びその理由の通知をし

なければならない。 

 

（共同監護計画援助に関する準用規定） 

第二十条 第五条、第九条及び第十条の規定は、法務大臣に対し

共同監護計画援助申請があった場合について準用する。この場

合において、第五条、第九条及び第十条中「外務大臣」とある

のは「法務大臣」と、「外務省令で定める」とあるのは「法務

大臣が定める」と、第五条第一項中「外国返還援助申請があっ

た場合において、必要と認めるときは」とあるのは「必要と認

めるときは」と、「政令で定める」とあるのは「法務大臣が定

める」と、同条第三項中「外務省令で定める」とあるのは「法

務大臣が定める」と、同条第四項第一号中「第二十六条の規定

による子の返還の申立て又は子との面会その他の交流の定めを

すること若しくはその変更を求める家事審判若しくは家事調停

の申立てをする」とあるのは「共同監護計画援助の申請を行

う」と、同項第二号中「第二十九条に規定する子の返還に関す

る事件若しくは子の返還の強制執行に係る事件が係属している

裁判所又は申請に係る子についての子との面会その他の交流に

関する事件若しくは子との面会その他の交流に関する事件又は

子との面会その他の交流の強制執行」とあるのは「共同監護計

画」と、「これらの」とあるのは「当該」と、第九条中「外国

２ 外務大臣は、前項の規定により日本国面会交流援助申請を却

下した場合には、申請者に直ちにその旨及びその理由の通知を

しなければならない。 

 

（日本国面会交流援助に関する準用規定） 

第二十条 第五条、第九条及び第十条の規定は、外務大臣に対し

日本国面会交流援助申請があった場合について準用する。この

場合において、第五条第四項第一号中「第二十六条の規定によ

る子の返還の申立て又は子との面会その他の交流の定めをする

こと若しくはその変更を求める家事審判若しくは」とあるのは

「子との面会その他の交流の定めをすること又はその変更を求

める家事審判又は」と、同項第二号中「第二十九条に規定する

子の返還に関する事件若しくは子の返還の強制執行に係る事件

が係属している裁判所又は申請に係る子についての子との面会

その他の交流に関する事件若しくは」とあるのは「子との面会

その他の交流に関する事件又は」と、「これらの」とあるのは

「当該」と、第九条中「子の返還又は申請者」とあるのは「申

請者」と読み替えるものとする。 
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返還援助決定をした場合には、申請に係る子について子の返還

又は申請者外国返還援助決定をした場合には、申請に係る子に

ついて子の返還又は申請者との面会その他の交流」とあるのは

「申請に係る子についての共同監護計画」と、「実現」とある

のは「作成」と読み替えるものとする。 

 

◎民法の一部を改正する法律附則第 X＋１条第二項の規定による国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律

（平成二十五年法律第四十八号）第十六条第一項等の読替 

 （読替前の表の網掛部分は、国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律第二十条による読替部分） 

読替後 読替前 

（子の住所等に関する情報の提供の求め等） 

第五条 法務大臣は、必要と認めるときは、申請に係る子及び申

請に係る子と同居している者の氏名及び住所又は居所を特定す

るため、法務大臣が定めるところにより、次に掲げる機関及び

法人（第十五条第一項において「国の行政機関等」という。）

の長、地方公共団体の長その他の執行機関並びに申請に係る子

及び申請に係る子と同居している者に関する情報を有している

者として法務大臣が定める者に対し、その有する当該氏名又は

当該住所若しくは居所に関する情報の提供を求めることができ

る。 

一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除

く。） 

（子の住所等に関する情報の提供の求め等） 

第五条 外務大臣は、外国返還援助申請があった場合において、

必要と認めるときは、申請に係る子及び申請に係る子と同居し

ている者の氏名及び住所又は居所を特定するため、政令で定め

るところにより、次に掲げる機関及び法人（第十五条第一項に

おいて「国の行政機関等」という。）の長、地方公共団体の長

その他の執行機関並びに申請に係る子及び申請に係る子と同居

している者に関する情報を有している者として政令で定める者

に対し、その有する当該氏名又は当該住所若しくは居所に関す

る情報の提供を求めることができる。 

一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除

く。） 
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二 内閣府並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）

第四十九条第一項及び第二項に規定する機関 

三 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第

二項に規定する機関 

四 内閣府設置法第四十条第二項及び第五十六条の特別の機関 

五 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の

三の特別の機関 

六 独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第

一項に規定する独立行政法人 

七 国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一

項に規定する国立大学法人 

２ 前項の場合において、同項に規定する情報の提供を求められ

た者は、遅滞なく、当該情報を法務大臣に提供するものとす

る。 

３ 法務大臣は、前項の規定により提供された情報が、申請に係

る子が日本国内に所在していることを示すものであるが、申請

に係る子及び申請に係る子と同居している者の所在を特定する

ために十分でない場合には、法務大臣が定めるところにより、

都道府県警察に対し、当該情報を提供して、これらの者の所在

を特定するために必要な措置をとることを求めることができ

る。 

４ 前項に規定するもののほか、法務大臣からの第二項の規定に

より提供された情報及び前項の規定による都道府県警察の措置

二 内閣府並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）

第四十九条第一項及び第二項に規定する機関 

三 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第

二項に規定する機関 

四 内閣府設置法第四十条第二項及び第五十六条の特別の機関 

五 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同法第八条の

三の特別の機関 

六 独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第

一項に規定する独立行政法人 

七 国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一

項に規定する国立大学法人 

２ 前項の場合において、同項に規定する情報の提供を求められ

た者は、遅滞なく、当該情報を外務大臣に提供するものとす

る。 

３ 外務大臣は、前項の規定により提供された情報が、申請に係

る子が日本国内に所在していることを示すものであるが、申請

に係る子及び申請に係る子と同居している者の所在を特定する

ために十分でない場合には、外務省令で定めるところにより、

都道府県警察に対し、当該情報を提供して、これらの者の所在

を特定するために必要な措置をとることを求めることができ

る。 

４ 前項に規定するもののほか、外務大臣からの第二項の規定に

より提供された情報及び前項の規定による都道府県警察の措置
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によって得られた情報の提供は、次に掲げる場合に限り、行う

ことができる。 

一 子との面会その他の交流の定めをすること又はその変更を

求める家事審判又は家事調停の申立てをするために申請に係

る子と同居している者の氏名を必要とする申請者から当該氏

名の開示を求められた場合において、当該氏名を当該申請者

に開示するとき。 

二 申請に係る子についての子との面会その他の交流に関する

事件又は子との面会その他の交流の強制執行に係る事件が係

属している裁判所から、その手続を行うために申請に係る子

及び申請に係る子と同居している者の住所又は居所の確認を

求められた場合において、当該住所又は居所を当該の裁判所

に開示するとき。 

三 第十条第一項の規定により、市町村、都道府県の設置する

福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に

規定する福祉に関する事務所をいう。以下この号及び同項に

おいて同じ。）又は児童相談所（児童福祉法（昭和二十二年

法律第百六十四号）に規定する児童相談所をいう。同号及び

同項において同じ。）に対し、申請に係る子が虐待を受けて

いるおそれがあると信ずるに足りる相当な理由がある旨を通

告する場合において、申請に係る子及び申請に係る子と同居

していると思料される者の氏名及び住所又は居所を当該市町

によって得られた情報の提供は、次に掲げる場合に限り、行う

ことができる。 

一 子との面会その他の交流の定めをすること又はその変更を

求める家事審判又は家事調停の申立てをするために申請に係

る子と同居している者の氏名を必要とする申請者から当該氏

名の開示を求められた場合において、当該氏名を当該申請者

に開示するとき。 

二 申請に係る子についての子との面会その他の交流に関する

事件又は子との面会その他の交流の強制執行に係る事件が係

属している裁判所から、その手続を行うために申請に係る子

及び申請に係る子と同居している者の住所又は居所の確認を

求められた場合において、当該住所又は居所を当該の裁判所

に開示するとき。 

三 第十条第一項の規定により、市町村、都道府県の設置する

福祉事務所（社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に

規定する福祉に関する事務所をいう。以下この号及び同項に

おいて同じ。）又は児童相談所（児童福祉法（昭和二十二年

法律第百六十四号）に規定する児童相談所をいう。同号及び

同項において同じ。）に対し、申請に係る子が虐待を受けて

いるおそれがあると信ずるに足りる相当な理由がある旨を通

告する場合において、申請に係る子及び申請に係る子と同居

していると思料される者の氏名及び住所又は居所を当該市町
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村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所に通知す

るとき。 

 

（合意による子の返還等の促進） 

第九条 法務大臣は、申請者との面会その他の交流を申請者及び

申請に係る子を監護している者の合意により実現するため、こ

れらの者の間の協議のあっせんその他の必要な措置をとること

ができる。 

 

 

（子の虐待に係る通告） 

第十条 法務大臣は、申請に係る子が日本国内に所在している場

合において、虐待を受けているおそれがあると信ずるに足りる

相当な理由があるときは、市町村、都道府県の設置する福祉事

務所又は児童相談所に対し、その旨を通告しなければならな

い。 

２ 前項の規定による通告は、児童虐待の防止等に関する法律

（平成十二年法律第八十二号）第六条第一項の規定による通告

とみなして、同条第二項及び第三項並びに同法第七条及び第八

条の規定を適用する。 

 

（面会交流援助申請） 

村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所に通知す

るとき。 

 

（合意による子の返還等の促進） 

第九条 外務大臣は、外国返還援助決定をした場合には、申請に

係る子について申請者との面会その他の交流を申請者及び申請

に係る子を監護している者の合意により実現するため、これら

の者の間の協議のあっせんその他の必要な措置をとることがで

きる。 

 

（子の虐待に係る通告） 

第十条 外務大臣は、申請に係る子が日本国内に所在している場

合において、虐待を受けているおそれがあると信ずるに足りる

相当な理由があるときは、市町村、都道府県の設置する福祉事

務所又は児童相談所に対し、その旨を通告しなければならな

い。 

２ 前項の規定による通告は、児童虐待の防止等に関する法律

（平成十二年法律第八十二号）第六条第一項の規定による通告

とみなして、同条第二項及び第三項並びに同法第七条及び第八

条の規定を適用する。 

 

（日本国面会交流援助申請） 
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第十六条 子との面会その他の交流をすることができない父母

は、当該子との面会その他の交流が妨げられていると思料する

場合には、当該子との面会その他の交流を実現するための援助

（以下「面会交流援助」という。）を法務大臣に申請すること

ができる。 

 

 

 

 

２ 面会交流援助の申請（以下「面会交流援助申請」という。）

を行おうとする者は、法務大臣が定めるところにより、次に掲

げる事項を記載した申請書（日本語又は英語により記載したも

のに限る。）を法務大臣に提出しなければならない。 

 

一 面会交流援助申請をする者（以下この款において「申請

者」という。）の氏名及び住所又は居所 

二 面会交流援助申請において面会その他の交流を求められて

いる子（以下この款において「申請に係る子」という。）の

氏名、生年月日及び住所又は居所（これらの事項が明らかで

ないときは、その旨）その他申請に係る子を特定するために

必要な事項 

三 申請に係る子との面会その他の交流を妨げていると思料さ

れる者の氏名その他当該者を特定するために必要な事項 

第十六条 日本国内に所在している子であって、面会その他の交

流をすることができなくなる直前に常居所を有していた国又は

地域が条約締約国であるものについて、当該国又は地域の法令

に基づき面会その他の交流をすることができる者（日本国以外

の条約締約国に住所又は居所を有しているものに限る。）は、

当該子との面会その他の交流が妨げられていると思料する場合

には、当該子との面会その他の交流を実現するための援助（以

下「日本国面会交流援助」という。）を外務大臣に申請するこ

とができる。 

２ 日本国面会交流援助の申請（以下「日本国面会交流援助申

請」という。）を行おうとする者は、外務省令で定めるところ

により、次に掲げる事項を記載した申請書（日本語又は英語に

より記載したものに限る。）を外務大臣に提出しなければなら

ない。 

一 日本国面会交流援助申請をする者（以下この款において

「申請者」という。）の氏名及び住所又は居所 

二 日本国面会交流援助申請において面会その他の交流を求め

られている子（以下この款において「申請に係る子」とい

う。）の氏名、生年月日及び住所又は居所（これらの事項が

明らかでないときは、その旨）その他申請に係る子を特定す

るために必要な事項 

三 申請に係る子との面会その他の交流を妨げていると思料さ

れる者の氏名その他当該者を特定するために必要な事項 
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五 申請者が申請に係る子と面会その他の交流をすることがで

き、かつ、申請者の申請に係る子との面会その他の交流が妨

げられていることを明らかにするために必要な事項 

 

 

 

六 申請に係る子と同居していると思料される者の氏名、住所

又は居所その他当該者を特定するために必要な事項（これら

の事項が明らかでないときは、その旨） 

３ 前項の申請書には、同項第五号に掲げる事項を証明する書類

その他法務大臣が定める書類を添付しなければならない。 

 

（面会交流援助の決定及び通知） 

第十七条 法務大臣は、面会交流援助申請があった場合には、次

条第一項の規定によりこれを却下する場合を除き、面会交流援

助の決定（以下「面会交流援助決定」という。）をし、遅滞な

く、申請者にその旨の通知をしなければならない。 

 

 

 

 

 

 

五 申請者が申請に係る子と面会その他の交流をすることがで

きなくなる直前に申請に係る子が常居所を有していた国又は

地域の法令に基づき申請者が申請に係る子と面会その他の交

流をすることができ、かつ、申請者の申請に係る子との面会

その他の交流が妨げられていることを明らかにするために必

要な事項 

六 申請に係る子と同居していると思料される者の氏名、住所

又は居所その他当該者を特定するために必要な事項（これら

の事項が明らかでないときは、その旨） 

３ 前項の申請書には、同項第五号に掲げる事項を証明する書類

その他外務省令で定める書類を添付しなければならない。 

 

（日本国面会交流援助の決定及び通知） 

第十七条 外務大臣は、日本国面会交流援助申請があった場合に

は、次条第一項の規定によりこれを却下する場合及び第十九条

第一項の規定により当該日本国面会交流援助申請に係る書類の

写しを送付する場合を除き、日本国面会交流援助の決定（以下

「日本国面会交流援助決定」という。）をし、遅滞なく、申請

者にその旨の通知（申請者が前条第四項の規定により日本国以

外の条約締約国の中央当局を経由して日本国面会交流援助申請

をした場合にあっては、当該中央当局を経由してする通知。次

条第二項及び第十九条第二項において同じ。）をしなければな

らない。 
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２ 法務大臣は、面会交流援助決定をした場合には、必要に応

じ、次に掲げる措置をとるものとする。 

一 第二十条において準用する第九条又は第十条に規定する措

置 

三 この法律に定める手続その他子との面会その他の交流の実

現に関連する日本国の法令に基づく制度に関する情報の申請

者への提供 

 

（面会交流援助申請の却下） 

第十八条 法務大臣は、面会交流援助申請が次の各号のいずれか

に該当する場合には、当該面会交流援助申請を却下する。 

 

一 申請に係る子がその父母が離婚したときに十六歳に達して

いたこと。 

二 申請に係る子が日本国内に所在していないことが明らかで

あること。 

 

七 申請者が申請に係る子と面会その他の交流をすることがで

きないことが明らかであり、又は申請者の申請に係る子との

面会その他の交流が妨げられていないことが明らかであるこ

と。 

 

 

２ 外務大臣は、日本国面会交流援助決定をした場合には、必要

に応じ、次に掲げる措置をとるものとする。 

一 第二十条において準用する第九条又は第十条に規定する措

置 

三 この法律に定める手続その他子との面会その他の交流の実

現に関連する日本国の法令に基づく制度に関する情報の申請

者への提供 

 

（日本国面会交流援助申請の却下） 

第十八条 外務大臣は、日本国面会交流援助申請が次の各号のい

ずれかに該当する場合には、当該日本国面会交流援助申請を却

下する。 

一 申請に係る子が十六歳に達していること。 

 

二 申請に係る子が日本国内に所在していないことが明らかで

あり、かつ、申請に係る子が所在している国又は地域が明ら

かでないこと。 

七 申請者が申請に係る子と面会その他の交流をすることがで

きなくなる直前に申請に係る子が常居所を有していた国若し

くは地域の法令に基づき申請者が申請に係る子と面会その他

の交流をすることができないことが明らかであり、又は申請

者の申請に係る子との面会その他の交流が妨げられていない

ことが明らかであること。 
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２ 法務大臣は、前項の規定により面会交流援助申請を却下した

場合には、申請者に直ちにその旨及びその理由の通知をしなけ

ればならない。 

 

（面会交流援助に関する準用規定） 

第二十条 第五条、第九条及び第十条の規定は、法務大臣に対し

面会交流援助申請があった場合について準用する。この場合に

おいて、第五条、第九条及び第十条中「外務大臣」とあるのは

「法務大臣」と、「外務省令で定める」とあるのは「法務大臣

が定める」と、第五条第一項中「外国返還援助申請があった場

合において、必要と認めるときは」とあるのは「必要と認める

ときは」と、「政令で定める」とあるのは「法務大臣が定め

る」と、同条第三項中「外務省令で定める」とあるのは「法務

大臣が定める」と、同条第四項第一号中「第二十六条の規定に

よる子の返還の申立て又は子との面会その他の交流の定めをす

ること若しくはその変更を求める家事審判若しくは」とあるの

は「子との面会その他の交流の定めをすること又はその変更を

求める家事審判又は」と、同項第二号中「第二十九条に規定す

る子の返還に関する事件若しくは子の返還の強制執行に係る事

件が係属している裁判所又は申請に係る子についての子との面

会その他の交流に関する事件若しくは」とあるのは「子との面

会その他の交流に関する事件又は」と、「これらの」とあるの

は「当該」と、第九条中「外国返還援助決定をした場合には、

２ 外務大臣は、前項の規定により日本国面会交流援助申請を却

下した場合には、申請者に直ちにその旨及びその理由の通知を

しなければならない。 

 

（日本国面会交流援助に関する準用規定） 

第二十条 第五条、第九条及び第十条の規定は、外務大臣に対し

日本国面会交流援助申請があった場合について準用する。この

場合において、第五条第四項第一号中「第二十六条の規定によ

る子の返還の申立て又は子との面会その他の交流の定めをする

こと若しくはその変更を求める家事審判若しくは」とあるのは

「子との面会その他の交流の定めをすること又はその変更を求

める家事審判又は」と、同項第二号中「第二十九条に規定する

子の返還に関する事件若しくは子の返還の強制執行に係る事件

が係属している裁判所又は申請に係る子についての子との面会

その他の交流に関する事件若しくは」とあるのは「子との面会

その他の交流に関する事件又は」と、「これらの」とあるのは

「当該」と、第九条中「子の返還又は申請者」とあるのは「申

請者」と読み替えるものとする。 
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申請に係る子について子の返還又は申請者外国返還援助決定を

した場合には、申請に係る子について子の返還又は申請者」と

あるのは「申請者」と読み替えるものとする。 

 

 

家事事件手続法の一部を改正する法律案新旧対照条文 

 

家事事件手続法（平成二十三年法律第五十二号） 

改正案 現行 

（管轄） 

第百六十七条 親権に関する審判事件は、子（父又は母を同じく

する数人の子についての第三者が子に与えた財産の管理に関す

る処分の申立てに係るものにあっては、そのうちの一人）の住

所地を管轄する家庭裁判所の管轄に属する。 

 

 

（手続行為能力） 

第百六十八条 第百十八条の規定は、次の各号に掲げる審判事件

（第三号の審判事件を本案とする保全処分についての審判事件

を含む。）における当該各号に定める者について準用する。 

 

一～五 （略） 

 

（管轄） 

第百六十七条 親権に関する審判事件は、子（父又は母を同じく

する数人の子についての親権者の指定若しくは変更又は第三者

が子に与えた財産の管理に関する処分の申立てに係るものにあ

っては、そのうちの一人）の住所地を管轄する家庭裁判所の管

轄に属する。 

 

（手続行為能力） 

第百六十八条 第百十八条の規定は、次の各号に掲げる審判事件

（第三号及び第七号の審判事件を本案とする保全処分について

の審判事件を含む。）における当該各号に定める者について準

用する。 

一～五 （同上） 
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（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

（陳述の聴取） 

第百六十九条 （略） 

（削る） 

 

 

 

 

第百七十一条 削除 

 

 

 

（即時抗告） 

第百七十二条 次の各号に掲げる審判に対しては、当該各号に定

める者（第一号から第三号まで及び第五号にあっては、申立人

を除く。）は、即時抗告をすることができる。 

一～七 （略） 

 

六 養子の離縁後に親権者となるべき者の指定の審判事件（別

表第二の七の項の事項についての審判事件をいう。） 養

子、その父母及び養親 

七 親権者の指定又は変更の審判事件（別表第二の八の項の事

項についての審判事件をいう。） 子及びその父母 

 

（陳述の聴取） 

第百六十九条 （同上） 

２ 家庭裁判所は、親権者の指定又は変更の審判をする場合に

は、第六十八条の規定により当事者の陳述を聴くほか、子（十

五歳以上のものに限る。）の陳述を聴かなければならない 

 

（引渡命令等） 

第百七十一条 家庭裁判所は、親権者の指定又は変更の審判にお

いて、当事者に対し、子の引渡し又は財産上の給付その他の給

付を命ずることができる。 

 

（即時抗告） 

第百七十二条 次の各号に掲げる審判に対しては、当該各号に定

める者（第一号から第三号まで及び第五号にあっては、申立人

を除く。）は、即時抗告をすることができる。 

一～七 （同上） 
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（削る） 

 

（削る） 

 

（削る） 

 

２ （略） 

 

 

第百七十五条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八 養子の離縁後に親権者となるべき者の指定の審判 養子の

父母及び養子の監護者 

九 養子の離縁後に親権者となるべき者の指定の申立てを却下

する審判 申立人、養子の父母及び養子の監護者 

十 親権者の指定又は変更の審判及びその申立てを却下する審

判 子の父母及び子の監護者 

２ （同上） 

 

（親権者の指定又は変更の審判事件を本案とする保全処分） 

第百七十五条 家庭裁判所は、親権者の指定又は変更の審判又は

調停の申立てがあった場合において、強制執行を保全し、又は

子その他の利害関係人の急迫の危険を防止するため必要がある

ときは、当該申立てをした者の申立てにより、親権者の指定又

は変更の審判を本案とする仮処分その他の必要な保全処分を命

ずることができる。 

２ 前項の規定により仮の地位の仮処分を命ずる場合には、第百

七条の規定により審判を受ける者となるべき者の陳述を聴くほ

か、子（十五歳以上のものに限る。）の陳述を聴かなければな

らない。ただし、子の陳述を聴く手続を経ることにより保全処

分の申立ての目的を達することができない事情があるときは、

この限りでない。 

３ 家庭裁判所は、親権者の指定又は変更の審判又は調停の申立

てがあった場合において、子の利益のため必要があるときは、
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（手続行為能力） 

第二百五十二条 次の各号に掲げる調停事件（第一号及び第二号

にあっては、財産上の給付を求めるものを除く。）において、

当該各号に定める者は、第十七条第一項において準用する民事

訴訟法第三十一条の規定にかかわらず、法定代理人によらず

に、自ら手続行為をすることができる。その者が被保佐人又は

被補助人（手続行為をすることにつきその補助人の同意を得る

ことを要するものに限る。）であって、保佐人若しくは保佐監

当該申立てをした者の申立てにより、親権者の指定又は変更の

申立てについての審判が効力を生ずるまでの間、親権者の職務

の執行を停止し、又はその職務代行者を選任することができ

る。 

４ 前項の規定による親権者の職務の執行を停止する審判は、職

務の執行を停止される親権者、子に対し親権を行う者又は同項

の規定により選任した職務代行者に告知することによって、そ

の効力を生ずる。 

５ 家庭裁判所は、いつでも、第三項の規定により選任した職務

代行者を改任することができる。 

６ 家庭裁判所は、第三項の規定により選任し、又は前項の規定

により改任した職務代行者に対し、子の財産の中から、相当な

報酬を与えることができる。 

 

（手続行為能力） 

第二百五十二条 次の各号に掲げる調停事件（第一号及び第二号

にあっては、財産上の給付を求めるものを除く。）において、

当該各号に定める者は、第十七条第一項において準用する民事

訴訟法第三十一条の規定にかかわらず、法定代理人によらず

に、自ら手続行為をすることができる。その者が被保佐人又は

被補助人（手続行為をすることにつきその補助人の同意を得る

ことを要するものに限る。）であって、保佐人若しくは保佐監
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督人又は補助人若しくは補助監督人の同意がない場合も、同様

とする。 

一・二 （略） 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

三 （略） 

２ 親権を行う者又は後見人は、第十八条の規定にかかわらず、

前項第一号に掲げる調停事件（財産上の給付を求めるものを除

く。）においては、同号に定める者に代理して第二百六十八条

第一項の合意、第二百七十条第一項に規定する調停条項案の受

諾及び第二百八十六条第八項の共同の申出をすることができな

い。離婚についての調停事件における夫及び妻の後見人並びに

離縁についての調停事件における養親の後見人、養子（十五歳

以上のものに限る。以下この項において同じ。）に対し親権を

行う者及び養子の後見人についても、同様とする。 

 

 

 

第二百八十二条 削除 

 

督人又は補助人若しくは補助監督人の同意がない場合も、同様

とする。 

一・二 （同上） 

三 養子の離縁後に親権者となるべき者の指定の調停事件（別

表第二の七の項の事項についての調停事件をいう。） 養

子、その父母及び養親 

四 親権者の指定又は変更の調停事件（別表第二の八の項の事

項についての調停事件をいう。） 子及びその父母 

五 （同上） 

２ 親権を行う者又は後見人は、第十八条の規定にかかわらず、

前項第一号、第三号及び第四号に掲げる調停事件（同項第一号

の調停事件にあっては、財産上の給付を求めるものを除く。）

においては、当該各号に定める者に代理して第二百六十八条第

一項の合意、第二百七十条第一項に規定する調停条項案の受諾

及び第二百八十六条第八項の共同の申出をすることができな

い。離婚についての調停事件における夫及び妻の後見人並びに

離縁についての調停事件における養親の後見人、養子（十五歳

以上のものに限る。以下この項において同じ。）に対し親権を

行う者及び養子の後見人についても、同様とする。 

 

（婚姻の取消しについての合意に相当する審判の特則） 

第二百八十二条 婚姻の取消しについての家事調停の手続におい

て、婚姻の取消しについての合意に相当する審判をするとき
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別表第一（第三条の二―第三条の十一、第三十九条、第百十六条

―第百十八条、第百二十八条、第百二十九条、第百三十六条、

第百三十七条、第百四十八条、第百五十条、第百六十条、第百

六十八条、第百七十六条、第百七十七条、第百八十二条、第二

百一条―第二百三条、第二百九条、第二百十六条、第二百十七

条、第二百二十五条―第二百二十七条、第二百三十二条、第二

百三十四条、第二百四十条―第二百四十四条関係） 

項 事項 根拠となる法律 

六十九 親権又は管理

権を辞し、又

は回復するに

ついての許可 

民法第八百十九条第一項及び第

三項（これらの規定を同法第七

百四十九条において準用する場

合を含む。）並びに同法第八百

三十七条 

 

別表第二（第三条の八、第三条の十―第三条の十二、第二十条、

第二十五条、第三十九条、第四十条、第六十六条―第七十一

は、この合意に相当する審判において、当事者間の合意に基づ

き、子の親権者を指定しなければならない。 

２ 前項の合意に相当する審判は、子の親権者の指定につき当事

者間で合意が成立しないとき、又は成立した合意が相当でない

と認めるときは、することができない。 

 

 

別表第一（第三条の二―第三条の十一、第三十九条、第百十六条

―第百十八条、第百二十八条、第百二十九条、第百三十六条、

第百三十七条、第百四十八条、第百五十条、第百六十条、第百

六十八条、第百七十六条、第百七十七条、第百八十二条、第二

百一条―第二百三条、第二百九条、第二百十六条、第二百十七

条、第二百二十五条―第二百二十七条、第二百三十二条、第二

百三十四条、第二百四十条―第二百四十四条関係） 

項 事項 根拠となる法律 

六十九 親権又は管理

権を辞し、又

は回復するに

ついての許可 

 

民法第八百三十七条 

 

別表第二（第三条の八、第三条の十―第三条の十二、第二十条、

第二十五条、第三十九条、第四十条、第六十六条―第七十一
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条、第八十二条、第八十九条、第九十条、第九十二条、第百五

十条、第百六十三条、第百六十八条、第百八十二条、第百九十

条、第百九十一条、第百九十七条、第二百三十三条、第二百四

十条、第二百四十五条、第二百五十二条、第二百六十八条、第

二百七十二条、第二百八十六条、第二百八十七条、附則第五条

関係） 

項 事項 根拠となる法律 

一 夫婦間の協力

扶助に関する

処分 

民法第七百五十二条第一項 

一の二 子を連れた別

居等の許可 

民法七百五十二条第二項 

三 子の監護に関

する処分 

民法第七百六十六条第八項及び

第九項（これらの規定を同法第

七百四十九条、第七百五十二条

第四項、第七百六十六条の三第

二項、第七百七十一条、第七百

八十八条並びに第八百三十七条

の二第二項及び第六項において

準用する場合を含む。）並びに

同法第八百三十七条の三 

三の二 離婚の届出期

間の短縮 

民法第七百六十六条の二第三項 

条、第八十二条、第八十九条、第九十条、第九十二条、第百五

十条、第百六十三条、第百六十八条、第百八十二条、第百九十

条、第百九十一条、第百九十七条、第二百三十三条、第二百四

十条、第二百四十五条、第二百五十二条、第二百六十八条、第

二百七十二条、第二百八十六条、第二百八十七条、附則第五条

関係） 

項 事項 根拠となる法律 

一 夫婦間の協力

扶助に関する

処分 

民法第七百五十二条 

（新設） 

 

  

三 子の監護に関

する処分 

民法第七百六十六条第二項及び

第三項（これらの規定を同法第

七百四十九条、第七百七十一条

及び第七百八十八条において準

用する場合を含む。） 

 

 

 

 

（新設） 
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七 削除  

 

 

 

八 削除  

 

 

 
 

七 養子の離縁後

に親権者とな

るべき者の指

定 

民法第八百十一条第四項 

八 親権者の指定

又は変更 

民法第八百十九条第五項及び第

六項（これらの規定を同法第七

百四十九条において準用する場

合を含む。） 
 

 

 

人事訴訟法の一部を改正する法律案新旧対照条文 

 

人事訴訟法（平成十五年法律第百九号） 

改正案 現行 

（財産の分与に関する処分についての裁判に係る事件の管轄

権） 

第三条の四 裁判所は、日本の裁判所が婚姻の取消し又は離婚の

訴えについて管轄権を有する場合において、家事事件手続法

（平成二十三年法律第五十二号）第三条の十二各号のいずれか

に該当するときは、第三十二条第一項の財産の分与に関する処

分についての裁判に係る事件について、管轄権を有する。 

（削る） 

 

（子の監護に関する処分についての裁判に係る事件等の管轄

権） 

第三条の四 裁判所は、日本の裁判所が婚姻の取消し又は離婚の

訴えについて管轄権を有するときは、第三十二条第一項の子の

監護者の指定その他の子の監護に関する処分についての裁判及

び同条第三項の親権者の指定についての裁判に係る事件につい

て、管轄権を有する。 

２ 裁判所は、日本の裁判所が婚姻の取消し又は離婚の訴えにつ

いて管轄権を有する場合において、家事事件手続法（平成二十
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（附帯処分についての裁判等） 

第三十二条 裁判所は、申立てにより、夫婦の一方が他の一方に

対して提起した婚姻の取消し又は離婚の訴えに係る請求を認容

する判決において、親権の辞任についての処分、財産の分与に

関する処分又は厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五

号）第七十八条の二第二項の規定による処分（以下「附帯処

分」と総称する。）についての裁判をしなければならない。 

 

２ 前項の場合においては、裁判所は、同項の判決において、当

事者に対し、金銭の支払その他の財産上の給付その他の給付を

命ずることができる。 

（削る） 

 

 

３ 裁判所は、第一項の親権の辞任についての処分についての裁

判をするに当たっては、子が十五歳以上であるときは、その子

の陳述を聴かなければならない。 

 

 

三年法律第五十二号）第三条の十二各号のいずれかに該当する

ときは、第三十二条第一項の財産の分与に関する処分について

の裁判に係る事件について、管轄権を有する。 

 

（附帯処分についての裁判等） 

第三十二条 裁判所は、申立てにより、夫婦の一方が他の一方に

対して提起した婚姻の取消し又は離婚の訴えに係る請求を認容

する判決において、子の監護者の指定その他の子の監護に関す

る処分、財産の分与に関する処分又は厚生年金保険法（昭和二

十九年法律第百十五号）第七十八条の二第二項の規定による処

分（以下「附帯処分」と総称する。）についての裁判をしなけ

ればならない。 

２ 前項の場合においては、裁判所は、同項の判決において、当

事者に対し、子の引渡し又は金銭の支払その他の財産上の給付

その他の給付を命ずることができる。 

３ 前項の規定は、裁判所が婚姻の取消し又は離婚の訴えに係る

請求を認容する判決において親権者の指定についての裁判をす

る場合について準用する。 

４ 裁判所は、第一項の子の監護者の指定その他の子の監護に関

する処分についての裁判又は前項の親権者の指定についての裁

判をするに当たっては、子が十五歳以上であるときは、その子

の陳述を聴かなければならない。 
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（事実の調査） 

第三十三条 裁判所は、前条第一項の附帯処分についての裁判を

するに当たっては、事実の調査をすることができる。 

 

２～５ （略） 
 

第三十七条 離婚の訴えに係る訴訟における和解（これにより離

婚がされるものに限る。以下この条において同じ。）並びに請

求の放棄及び認諾については、第十九条第二項の規定にかかわ

らず、民事訴訟法第二百六十六条（第二項中請求の認諾に関す

る部分を除く。）及び第二百六十七条の規定を適用する。ただ

し、請求の認諾については、第三十二条第一項の附帯処分につ

いての裁判をすることを要しない場合に限る。 

 

２・３ （略） 

 

（履行の勧告） 

第三十八条 第三十二条第一項又は第二項の規定による裁判で定

められた義務については、当該裁判をした家庭裁判所（上訴裁

判所が当該裁判をした場合にあっては、第一審裁判所である家

庭裁判所）は、権利者の申出があるときは、その義務の履行状

況を調査し、義務者に対し、その義務の履行を勧告することが

できる。 

（事実の調査） 

第三十三条 裁判所は、前条第一項の附帯処分についての裁判又

は同条第三項の親権者の指定についての裁判をするに当たって

は、事実の調査をすることができる。 

２～５ （同上） 
 

第三十七条 離婚の訴えに係る訴訟における和解（これにより離

婚がされるものに限る。以下この条において同じ。）並びに請

求の放棄及び認諾については、第十九条第二項の規定にかかわ

らず、民事訴訟法第二百六十六条（第二項中請求の認諾に関す

る部分を除く。）及び第二百六十七条の規定を適用する。ただ

し、請求の認諾については、第三十二条第一項の附帯処分につ

いての裁判又は同条第三項の親権者の指定についての裁判をす

ることを要しない場合に限る。 

２・３ （同上） 

 

（履行の勧告） 

第三十八条 第三十二条第一項又は第二項（同条第三項において

準用する場合を含む。以下同じ。）の規定による裁判で定めら

れた義務については、当該裁判をした家庭裁判所（上訴裁判所

が当該裁判をした場合にあっては、第一審裁判所である家庭裁

判所）は、権利者の申出があるときは、その義務の履行状況を
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２～４ （略） 

調査し、義務者に対し、その義務の履行を勧告することができ

る。 

２～４ （同上） 

 

 

戸籍法の一部を改正する法律案新旧対照条文 

 

戸籍法（昭和二十二年法律第二百二十四号） 

改正案 現行 

第七十六条 離婚をしようとする者は、左の事項を届書に記載し

て、その旨を届け出なければならない。 

一 親権者の氏名及びその親権に服する子の氏名 

 

二 その他法務省令で定める事項 

 

第七十七条 第六十三条の規定は、離婚又は離婚取消の裁判が確

定した場合にこれを準用する。 

② 前項に規定する離婚の届書には、左の事項をも記載しなけれ

ばならない。 

一 親権者の氏名及びその親権に服する子の氏名 

 

二 その他法務省令で定める事項 

 

第七十六条 離婚をしようとする者は、左の事項を届書に記載し

て、その旨を届け出なければならない。 

一 親権者と定められる当事者の氏名及びその親権に服する子

の氏名 

二 その他法務省令で定める事項 

 

第七十七条 第六十三条の規定は、離婚又は離婚取消の裁判が確

定した場合にこれを準用する。 

② 前項に規定する離婚の届書には、左の事項をも記載しなけれ

ばならない。 

一 親権者と定められた当事者の氏名及びその親権に服する子

の氏名 

二 その他法務省令で定める事項 
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第七十八条 親権者の戸籍記載その他の手続に際して民法第七百

六十六条第二項に定める共同監護計画若しくは同法第八百三十

七条の二第二項に定める面会交流養育費計画を定め、又は変更

しようとする者は、当該計画を届け出なければならない。 

 

第七十九条 第六十三条第一項の規定は、親権喪失、親権停止又

は管理権喪失の審判の取消しの裁判が確定した場合においてそ

の裁判を請求した者について準用する。 

 

 

第七十八条 民法第八百十九条第三項但書又は第四項の規定によ

つて協議で親権者を定めようとする者は、その旨を届け出な

ければならない。 

 

 

第七十九条 第六十三条第一項の規定は、民法第八百十九条第三

項ただし書若しくは第四項の協議に代わる審判が確定し、又

は親権者変更の裁判が確定した場合において親権者に、親権

喪失、親権停止又は管理権喪失の審判の取消しの裁判が確定

した場合においてその裁判を請求した者について準用する。 

 

 

児童福祉法の一部を改正する法律案新旧対照条文 

 

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号） 

改正案 現行 

第十二条 都道府県は、児童相談所を設置しなければならない。 

② 児童相談所は、児童の福祉に関し、主として前条第一項第一

号に掲げる業務（市町村職員の研修を除く。）並びに同項第二

号（イを除く。）及び第三号に掲げる業務、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律第二十二条第二

項及び第三項並びに第二十六条第一項に規定する業務並びに

第十二条 都道府県は、児童相談所を設置しなければならない。 

② 児童相談所は、児童の福祉に関し、主として前条第一項第一

号に掲げる業務（市町村職員の研修を除く。）並びに同項第二

号（イを除く。）及び第三号に掲げる業務並びに障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第二十二条

第二項及び第三項並びに第二十六条第一項に規定する業務を

行うものとする。 
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民法第八百三十七条の二第三項に規定する業務を行うものと

する。 

 

 

 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部を改正する法律案新旧対照条文 

 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成十三年法律第三十一号） 

 

改正案 現行 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他

の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援セ

ンターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該

各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たす

ようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものとする。 

一～六 （略） 

七 民法（明治二十九年法律第八十九号）第八百三十七条の三

に規定する子の監護に関する父母間の連絡調整及び子の受

渡しの援助を行うこと。 

４・５ （略） 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他

の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援セ

ンターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該

各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たす

ようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものとする。 

一～六 （同上） 

（新設） 

 

 

４・５ （同上） 
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（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行う

ことができる。 

２ 婦人相談員は、前条第三項第七号に掲げる業務を行うものと

する。 

 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行う

ことができる。 

（新設） 

※ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和四年法律第五十二号、令和六年四月一日施行）附則第三十条により「婦人相

談所」を「女性相談支援センター」に改め、「婦人相談員」を「女性相談支援員」に改める。 

 

 

国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律の一部を改正する法律案新旧対照条文 

 

国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律（平成二十五年法律第四十八号） 

改正案 現行 

（子の返還拒否事由等） 

第二十八条 裁判所は、前条の規定にかかわらず、次の各号に掲

げる事由のいずれかがあると認めるときは、子の返還を命じて

はならない。ただし、第一号から第三号まで又は第五号に掲げ

る事由がある場合であっても、一切の事情を考慮して常居所地

国に子を返還することが子の利益に資すると認めるときは、子

の返還を命ずることができる。 

一～三 （略） 

（子の返還拒否事由等） 

第二十八条 裁判所は、前条の規定にかかわらず、次の各号に掲

げる事由のいずれかがあると認めるときは、子の返還を命じて

はならない。ただし、第一号から第三号まで又は第五号に掲げ

る事由がある場合であっても、一切の事情を考慮して常居所地

国に子を返還することが子の利益に資すると認めるときは、子

の返還を命ずることができる。 

一～三 （同上） 
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四 常居所地国に子を返還することによって、子の心身に

害悪を及ぼすことその他子を耐え難い状況に置くこととな

る重大な危険があること。 

五・六 （略） 

２ 裁判所は、前項第四号に掲げる事由の有無を判断するに当た

っては、常居所地国において子が申立人から身体に対する暴力

その他の心身に有害な影響を及ぼす言動を受けるおそれの有無

その他の一切の事情を考慮するものとする。 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

 

 

第百十七条から第百二十条まで 削除 

四 常居所地国に子を返還することによって、子の心身に

害悪を及ぼすことその他子を耐え難い状況に置くこととな

る重大な危険があること。 

五・六 （同上） 

２ 裁判所は、前項第四号に掲げる事由の有無を判断するに当た

っては、次に掲げる事情その他の一切の事情を考慮するものと

する。 

 

一 常居所地国において子が申立人から身体に対する暴力その

他の心身に有害な影響を及ぼす言動（次号において「暴力

等」という。）を受けるおそれの有無 

二 相手方及び子が常居所地国に入国した場合に相手方が

申立人から子に心理的外傷を与えることとなる暴力等を受

けるおそれの有無 

三 申立人又は相手方が常居所地国において子を監護すること

が困難な事情の有無 

 

（終局決定の変更） 

第百十七条 子の返還を命ずる終局決定をした裁判所（その決定

に対して即時抗告があった場合において、抗告裁判所が当該即

時抗告を棄却する終局決定（第百七条第二項の規定による決定

を除く。以下この項において同じ。）をしたときは、当該抗告

裁判所）は、子の返還を命ずる終局決定が確定した後に、事情
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の変更によりその決定を維持することを不当と認めるに至った

ときは、当事者の申立てにより、その決定（当該抗告裁判所が

当該即時抗告を棄却する終局決定をした場合にあっては、当該

終局決定）を変更することができる。ただし、子が常居所地国

に返還された後は、この限りでない。 

２ 前項の規定による終局決定の変更の申立書には、次に掲げる

事項を記載しなければならない。 

一 当事者及び法定代理人 

二 変更を求める終局決定の表示及びその決定に対して変

更を求める旨 

三 終局決定の変更を求める理由 

３ 裁判所は、第一項の規定により終局決定を変更するときは、

当事者（同項の申立てをした者を除く。）の陳述を聴かなけれ

ばならない。 

４ 第一項の申立てを却下する終局決定に対しては、当該申立て

をした者は、即時抗告をすることができる。 

５ 第一項の規定により終局決定を変更する決定に対しては、即

時抗告をすることができる。 

６ 前各項に規定するもののほか、第一項の規定による終局決定

の変更の手続には、その性質に反しない限り、各審級における

手続に関する規定を準用する。 

 

（執行停止の裁判） 
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第百十八条 裁判所は、前条第一項の申立てがあった場合におい

て、同項の規定による変更の理由として主張した事情が法律上

理由があるとみえ、かつ、事実上の点につき疎明があったとき

は、申立てにより、担保を立てさせて、若しくは立てさせない

で強制執行の一時の停止を命じ、又は担保を立てさせて既にし

た執行処分の取消しを命ずることができる。 

２ 前項の規定による申立てについての裁判に対しては、不服を

申し立てることができない。 

３ 第百九条第二項及び第三項の規定は、第一項の規定により担

保を立てる場合における供託及び担保について準用する。 

 

（再審） 

第百十九条 確定した終局決定その他の裁判（事件を完結するも

のに限る。第五項において同じ。）に対しては、再審の申立て

をすることができる。 

２ 再審の手続には、その性質に反しない限り、各審級における

手続に関する規定を準用する。 

３ 民事訴訟法第四編の規定（同法第三百四十一条及び第三百四

十九条の規定を除く。）は、第一項の再審の申立て及びこれに

関する手続について準用する。この場合において、同法第三百

四十八条第一項中「不服申立ての限度で、本案の審理及び裁判

をする」とあるのは、「本案の審理及び裁判をする」と読み替

えるものとする。 
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４ 前項において準用する民事訴訟法第三百四十六条第一項の再

審開始の決定に対する即時抗告は、執行停止の効力を有する。 

５ 第三項において準用する民事訴訟法第三百四十八条第二項の

規定により終局決定その他の裁判に対する再審の申立てを棄却

する決定に対しては、当該終局決定その他の裁判に対し即時抗

告をすることができる者に限り、即時抗告をすることができ

る。 

 

（執行停止の裁判） 

第百二十条 裁判所は、前条第一項の再審の申立てがあった場合

において、不服の理由として主張した事情が法律上理由がある

とみえ、事実上の点につき疎明があり、かつ、執行により償う

ことができない損害が生ずるおそれがあることにつき疎明があ

ったときは、申立てにより、担保を立てさせて、若しくは立て

させないで強制執行の一時の停止を命じ、又は担保を立てさせ

て既にした執行処分の取消しを命ずることができる。 

２ 前項の規定による申立てについての裁判に対しては、不服を

申し立てることができない。 

３ 第百九条第二項及び第三項の規定は、第一項の規定により担

保を立てる場合における供託及び担保について準用する。 
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◎ 子の返還申立事件については、国内実施法の家庭裁判所の終局決定のみで十分であり、この終局決定に必要な規定以外の司法当局

に関する規定（国内実施法第 97 条から第 116 条まで及び第 144 条から第 147 条まで）について検討を加え、その結果に基づ

き、当該規定の削除その他の必要な法制上の措置を講ずる（附則に「検討」事項として規定）。 

 

 

母子及び父子並びに寡婦福祉法の一部を改正する法律案新旧対照条文 

 

母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号） 

改正案 現行 

（扶養義務の履行） 

第五条 母子家庭等の児童の親は、当該児童が心身ともに健やか

に育成されるよう、民法（明治二十九年法律第八十九号）第

七百六十六条第二項に定める共同監護計画及び同法第八百三

十七条の二第二項に定める面会交流養育費計画に規定する監

護に要する費用の負担その他当該児童についての扶養義務を

履行しなければならない。 

（削る） 

 

 

２ 国及び地方公共団体は、母子家庭等の児童が心身ともに健や

かに育成されるよう、親の当該児童についての扶養義務の履

行を確保するために広報その他適切な措置を講ずるように努

めなければならない。 

（扶養義務の履行） 

第五条 母子家庭等の児童の親は、当該児童が心身ともに健やか

に育成されるよう、当該児童の養育に必要な費用の負担その

他当該児童についての扶養義務を履行するように努めなけれ

ばならない。 

 

 

２ 母子家庭等の児童の親は、当該児童が心身ともに健やかに育

成されるよう、当該児童を監護しない親の当該児童について

の扶養義務の履行を確保するように努めなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、母子家庭等の児童が心身ともに健や

かに育成されるよう、当該児童を監護しない親の当該児童に

ついての扶養義務の履行を確保するために広報その他適切な

措置を講ずるように努めなければならない。 
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（定義） 

第六条 （略） 

２ （略） 

３ この法律において「児童」とは、二十歳（前条の規定により

扶養義務を履行する親の児童にあつては十八歳）に満たない

者をいう。 

４ この法律において「寡婦」とは、配偶者のない女子であつ

て、かつて配偶者のない女子として民法第八百七十七条の規

定により児童を扶養していたことのあるものをいう。 

 

５・６ （略） 

 

（定義） 

第六条 （同上） 

２ （同上） 

３ この法律において「児童」とは、二十歳に満たない者をい

う。  

 

４ この法律において「寡婦」とは、配偶者のない女子であつ

て、かつて配偶者のない女子として民法（明治二十九年法律

第八十九号）第八百七十七条の規定により児童を扶養してい

たことのあるものをいう。 

５・６ （同上） 

 


